
平成30年度事務事業実績評価表
１ 事業概要 課名 農業課 事業No. 174

事務事業名 日本型直接支払事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続
開始 H27 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   
   
   

分野別計画
○ 地域経済活性化プログラム
 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画
 農業振興ビジョン

法令・例規等
 農業の有する多面的機能の発揮に関する法律
  
  

事業目的
対象 生活環境や景観等、農業の持つ多面的機能

意図 共同管理による農地の保全、生活環境や景観等の多面的な機能維持

２ 事業内容

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
農地の維持・保全を前提に、地域単位で水路の泥上げや植栽
等による農村環境の保全活動、水路・農道などの補修や更新
を行う12活動組織に対して、多面的機能支払交付金を交付し
活動を支援しました。急傾斜地など農業生産の条件が不利な
地域における農業生産活動を継続する17の集落協定に対し、
中山間地域等直接支払交付金を交付し活動を支援しました。
また、次期対策に向け、新規に取り組もうとする地域向けに
制度説明会を実施しました。環境保全型農業直接支払交付金
により、化学肥料及び化学合成農薬を使用しない有機農業に
取り組んでいる「南信州ゆうき人」（生産者２名）の取り組
みを支援しました。

多面的機能支払交付金 17,130
同　推進事務経費 141
中山間地域農業直接支払事業交付金 33,702
同　過年度交付金返還金 24
同　推進事務経費 300
環境保全型農業直接支払交付金 41
  
  
  
  
その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位 平成28年度
実績

平成29年度
実績

平成30年度
実績

令和元年度
 

令和2年度
 

多面的機能支払交付金対象面積 ha 377.1 375.3 365.5   
中山間地域等直接支払交付金対象面積 ha 198.3 202.7 205.8   
環境保全型農業直接支払交付金対象面積 a 97 50 51   

       
       
       
       
       

30年度
決算

(千円)

予算額 53,251 特定財源内訳及び補足事項
決算額 51,338 （県）多面的機能支払交付金（国１／２、県１／４）　12,847千円、（県）多面的機能支

払推進交付金（10／10）　140千円、（県）中山間地域等直接支払事業交付金（法指定　
国１／２、県１／４、特認　国１／３、県１／３）　24,087千円、（県）中山間地域等直
接支払推進事業交付金（１／２）　147千円、（県）環境保全型農業直接支払交付金（国
１／２、県１／４）　31千円
（そ）中山間地域農業直接支払事業交付金返還金

財源の
状況

国庫支出金 0
県支出金 37,252
地方債 0
その他 36
一般財源 14,050

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計 款 項 目

大
事
業

中
事
業

予算額 決算額 中事業名(科目名称)

1 1 6 1 3 16 1 34,655 34,026 中山間地域等直接支払事業費

2 1 6 1 3 34 1 18,436 17,271 多面的機能支払交付金事業費

3 1 6 1 4 25 1 160 41 人と環境にやさしい農業推進事業費

4          

5          

6          

7          

振返り課題認識

多面的機能支払制度、中山間地域等直接支払制度により農地が維持・保全されました。一方で、農業者の高齢化等により活
動の継続に不安の声も上がっており、中山間地域等直接支払の集落協定に対しては、組織の広域化に係る研修会を実施しま
した。環境保全型農業直接支払制度は、取組面積が減少してきているため、取組団体の構成員の参画や新たな取組を増やし
ていく必要があります。

上記の課題解決
のための有効策

多面的機能支払制度、中山間地域等直接支払制度は、専業農家をはじめ多様な担い手による農地利用の活動が自然豊かな景
観の形成やコミュニティの維持につながることも含め、制度への理解を求めていく必要があります。環境保全型農業直接支
払制度は、自然環境の保全に資するため生産団体等への広報活動を行っていく必要があります。

次年度に向けて
の取り組み

次期対策期に向け、農業の多面的機能の維持・発揮に向けた活動が継続されるよう、地域での話し合いを行っていただくと
ともに、制度説明会や農業者等との意見交換会の実施等により、新たに取り組む意欲ある農業者、地域による新規組織の設
立を支援します。環境保全型農業直接支払制度は、生産団体等への広報活動を行っていきます。
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